
 

 

テレワーク促進助成金支給要領 

 

                            令和３年５月７日付３東し雇第５７号 

改正 令和４年４月２７日付４東し企雇第４１号 

改正 令和５年４月２１日付４東し企雇第６１９０号 

 

（総則） 

第１条 テレワーク促進助成金（以下、「助成金」という。）の支給について、同助成金支給要綱（以

下、｢要綱｣という。）によるほか、本支給要領の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 要綱第３条の中堅・中小企業等には、個人事業主を含むものとする。 

２ 要綱第３条の「法人等」には、次のものを含むものとする。 

（１）弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）第３０条の２第１項で定める「弁護士法人」に該当す

るもの 

（２）公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）第３４条の２の２第１項で定める「監査法人」に

該当するもの 

（３）税理士法（昭和２６年法律第２３７号）第４８条の２で定める「税理士法人」に該当するもの 

（４）行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１３条の３で定める「行政書士法人」に該当するもの 

（５）司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）第２６条で定める「司法書士法人」に該当するもの 

（６）弁理士法（昭和１２年法律第４９号）第３７条第１項で定める「特許業務法人」に該当するも

の 

（７）社会保険労務士法（昭和４３年法律第８９号）第２５条の６で定める「社会保険労務士法人」

に該当するもの 

（８）土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）第２６条で定める「土地家屋調査士法人」に

該当するもの 

（９）医療法人、社会福祉法人、学校法人等法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第２の「公益

法人等」に該当するもの 

   なお、法人税法その他法人税に関する法令の規定の適用について公益法人等とみなされる、特

定非営利活動促進法(平成１０年法律第７号)第２条第２項で定める特定非営利活動法人を含むもの

とする。 

   ただし、次のいずれかを満たすものは除く。 

（ア）同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交換等を主目的とするもの 

（イ）特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救済等を主目的とする

もの 

（ウ）後援会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの 

（１０）法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第３の「協同組合等」に該当するもの 

 

（助成対象事業者の要件） 

第３条 要綱第４条及び次の各項で定める助成対象事業者の要件は、助成金の申請から助成事業終了



 

 

後の実績報告日に至るまでの期間を通じて、いずれも満たしているものとする。 

２ 要綱第４条第１項第１号の都内で事業を営んでいることとは、法人においては本店所在地が都内

または支店・営業所等が都内に存することをいい、個人においては事業所地が都内であることとす

る。ただし、営業実態がなく、法人都民税が免除されている場合を除く。 

３ 要綱第４条第１項第２号の常時雇用する労働者とは、次の各号のいずれかに該当する者とする。

ただし、登録型派遣労働者は除く。 

（１）期間の定めなく雇用されている労働者 

（２）有期雇用の場合、過去１年を超える期間について引き続き雇用されている労働者又は採用の時

から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる労働者 

（３）日々雇用契約が更新される労働者でも、過去１年を超える期間について引き続き雇用されてい

る労働者又は採用の時から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる労働者 

４ 要綱第４条第１項第２号の６か月以上継続して雇用していることとは、支給申請日現在で雇入れ

日から６か月を経過しており、かつ雇用保険被保険者（休業中も含む。）であることとする。 

５ 要綱第４条第１項第４号の重大な法令違反とは、次の各号に該当するものとする。 

（１）違法行為による罰則（営業停止処分等）を受けた場合 

（２）労働基準監督署により検察官に送致された場合 

（３）消費者庁の措置命令があった場合 

（４）上記各号と同等以上の法令違反であると判断される場合 

６ 要綱第４条第１項第６号の都税の未納とは、納付義務があるにもかかわらず、法人事業税及び法

人都民税（個人については個人事業税及び個人都民税）の未納がある場合とする。 

 

（助成対象経費） 

第４条 要綱第５条第３項の助成対象経費とは、助成対象事業者が、都内で実施する助成事業に要す 

る必要最小限の経費とし、社会通念上適正な価格で取引されたものとする。 

 

（助成対象経費の上限単価等） 

第５条 要綱第５条第３項の助成対象経費について、物品等の購入（消耗品費）は、税込単価１０万

円未満とする。 

     

（助成対象外経費） 

第６条 助成対象事業者が助成事業に要した経費のうち、別表「対象外経費」に定める経費を助成対

象外経費とする。 

 

（助成条件） 

第７条 要綱第５条のテレワーク促進事業とは、在宅勤務やモバイル勤務等を可能とする情報通信機

器等の導入によるテレワーク環境整備を行うことをいう。なお、次の各号を満たすものとする。 

（１）要綱別表１に掲げる「一般コース」におけるテレワーク環境整備は、社内環境の整備、システ

ムの再構築や冗長化、業務改善や効率化のための整備と区分ができる取組とする。 

（２）要綱別表１に掲げる「非正規社員拡充コース」におけるテレワーク環境整備は、テレワーク課

題解決コンサルティングにおいて発行される「テレワーク導入提案書」に基づく取組とし、システ



 

 

ムの再構築、業務改善や効率化のための整備等、非正規社員へのテレワーク拡充に必要な環境整備

とする。また、非正規社員へのテレワーク拡充とは直接関係のない社内環境の整備、システムの再

構築や冗長化、業務改善や効率化のための整備と区分ができる取組とする。 

（３）要綱別表１に定める非正規社員とは、助成対象事業者が直接雇用する労働者のうち正規社員（期

間の定めのない労働契約を締結し、就業規則等に規定する賃金の算定方法及び支給形態、賞与、退

職金、定期的な昇給、又は昇格等の労働条件が適用されるなど、長期雇用を前提とした待遇を受け

ている労働者）を除く労働者および人材派遣社員とし、他企業等からの出向者や請負等を除く。 

（４）テレワークを導入するにあたり、テレワークに関する規程を作成し、就業規則の届出義務があ

る企業等は、これを就業規則に定めるものとする。 

（５）テレワーク導入に伴い、助成事業の実施期間内に本事業のテレワーク環境を活用し、所定のテ

レワーク実施要件を満たすものとする。なお、「非正規社員拡充コース」においては、非正規社員が

所定のテレワーク実施要件を満たすことを要件とし、非正規社員が所定のテレワーク実施要件を満

たさない場合は、本助成金の助成要件を満たさないものとする。 

 

（提出書類） 

第８条 要綱第８条の事業計画書兼支給申請書（様式第１号）の内容は、事業全体の取組内容が明確

であって、助成事業の実施期間内にすべての事業が終了しなければならない。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和３年５月１０日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和４年５月９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際に、現にこの要領による改正前の「テレワーク促進助成金支給要領」の規定

により実施している助成事業については、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和５年５月８日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際に、現にこの要領による改正前の「テレワーク促進助成金支給要領」の規定

により実施している助成事業については、なお従前の例による。 

 

 



 

 

別表 

対象外経費（第６条関係） 

 

【１ 全科目共通】 

 

 

 

 

 

 

 

対象外経費 

（１） 助成対象経費（要綱第５条別表２－２関係）の経費区分に記載のないもの 

（２） 契約書、発注書、納品書、領収書、振込明細書等の帳票類が不備なもの 

（３） 名義が申請企業以外の領収書、振込明細書等 

（４） 助成事業に関係のないもの（物品の購入、業務委託等） 

（５） 使途、単価、規模等の確認が不可能なもの 

（６） この助成金以外の他の事業に要した経費と明確に区分できないもの 

（７） 通常業務・取引と混在して支払いが行われているもの 

（８） 他の取引と相殺して支払いが行われているもの 

（９） 親会社、子会社、グループ企業等関連会社（資本関係のある会社、役員を兼任している会社、

代表者の親族（３親等以内）が経営する会社等）、代表者の親族との取引であるもの 

（１０） 支給決定日より前に開始した事業に係るもの。ただし、支給決定日より前に開始した事業

であっても、その一部が、内容や経費等の面から明確に支給決定日以前の部分と区別できる場

合には対象とする。 

（１１） 支給申請時に事業が終了しているもの 

（１２） 実績報告時までに終了していない事業に係るもの。ただし、実績報告時以後も続く事業で

あっても、内容や経費等の面から明確に実績報告時以後の部分と区分できる場合には対象とす

る。 

（１３） テレワーク環境構築図等において、導入前後の状況が確認できないもの 

（１４） 自社の売り上げとなる助成事業 

（１５） 現金で支払われたもの（１０万円以下で即時支払いが求められるものを除く。）  

（１６） 他社発行の手形や小切手、クレジットカード等により支払いが行われている経費（原則は

振込払い） 

（１７） 購入時、ポイントカード等によるポイントを取得した場合のポイント分 

（１８） 他団体からの寄付・助成など、自己負担していない分の経費 

（１９） 間接経費（消費税・振込手数料・収入印紙代 等）・旅費・通信費・光熱水費・物品購入

に係る送料 

（２０） その他、 同一の事由で国または都から給付金や助成金を受けている場合 

（２１）テレワーク課題解決コンサルティングで示された「テレワーク導入提案書」の内容に合致し

ないもの ※非正規社員拡充コースのみ 

（２２） 上記各号のほか、社会通念上、助成が適当でないと財団が判断したもの 



 

 

【２ 科目ごとの対象外経費】 

  助成事業の実施方法により、下記表内の他科目から支出をする場合であっても、「対象外経費」に 

該当する内容と同一の経費については助成対象外とする。 

 

科目 対象外経費 

消耗品費 

 

（１）助成対象経費に記載のない経費 

（２）税込単価 1,000 円未満の少額のもの 

（３）税込単価 10万円以上のもの 

（４）自社製品（親会社、子会社、グループ企業等関連会社の製品を含む） 

（５）最低限の必要数を超える部分 

（６）中古物品 

購入費 

（１）助成対象経費に記載のない経費 

（２）自社製品（親会社、子会社、グループ企業等関連会社の製品を含む） 

（３）最低限の必要数を超える部分 

（４）中古物品 

委託費 

（１）助成対象経費に記載のない経費 

（２）最低限の必要数を超える部分 

（３）工事に関する委託費 ※一般コースのみ 

（４）業務の再委託費 

※委託事業者から別の事業者に主要な業務が再委託された場合、 

当該再委託に係る経費は助成対象外とする。 

賃借料 
（１）助成対象経費に記載のない経費 

（２）最低限の必要数を超える部分 

使用料 
（１）助成対象経費に記載のない経費 

（２）最低限の必要数を超える部分 

工事費 

※非正規社員 

拡充コースのみ 

（１）助成対象経費に記載のない経費 

（２）最低限の必要数を超える部分 

共通 

以下（１）から（５）までの事項に該当するものは助成対象外とする。但し、非正規

社員拡充コースにおいては、非正規社員へのテレワーク拡充のために要する経費は、

この限りでない。 

（１）社内環境の整備にあたるもの 

（２）システムの再構築にあたるもの 

（３）システムの冗長化にあたるもの 

（４）業務改善や効率化にあたるもの  

（５）システム開発・改修及び構築にあたるもの（パッケージへのカスタマイズやア

ドオンでの導入が伴うものも含む） 
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